様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年　3月　24日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきかいしゃにっぽんしょくばい
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社日本触媒
（ふりがな）ごとう ゆうじろう
                              （法人の場合）代表者の氏名  五嶋 祐治朗   印
住所　〒541-0043   大阪府大阪市中央区高麗橋４丁目１番１号
法人番号　　　　9120001077620　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	TechnoAmenity Report 2021

	公表日
	　2021年　9月　28日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
https://www.shokubai.co.jp/ja/sustainability/library/file/technoamenity_report2021.pdf
TechnoAmenity Report 2021
P.11、P.15

	記載内容抜粋
	■2030年の目指す姿（P.11）
・人と社会から必要とされる素材・ソリューションを提供
・社会の変化を見極め、進化し続ける化学会社
・社内外の様々なステークホルダーとともに成長

■ビジネスモデル（日本触媒の価値創造）（P.15）
日本触媒が誇る強みは、「キーマテリアル開発力」とそれらを核とした「競争力ある製品群」です。今後、提案力（営業リソース）、評価技術など、研究開発体制、生産・供給体制にリソースを投下し強化します。これによって、顧客課題に対しタイムリーにソリューションを提供することで、ライフサイエンス分野、エネルギー分野、環境分野など、社会課題の解決に貢献していきます。

■2030年に向けたビジネス戦略（2030年の目指す姿に向けた3つの変革）（P.11）
長期ビジョンでは 3つの変革「事業の変革」「環境対応への変革」「組織の変革」を掲げて取り組んでいきます

【事業の変革】 既存分野から成長分野へのポートフォリオ変革
 ・収益性の高いソリューションズ事業を拡大
 ・事業基盤強化に向けマテリアルズ事業を抜本的に立て直し
 ・DX推進による生産性向上、新たな価値の創出
【環境対応への変革】 2050年カーボンニュートラル実現に向けたサステナビリティ推進
【組織の変革】 成長し続ける組織、多様な人財がいきいきと働く会社への変革

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で決議された職務権限規程に基づき権限委譲された経営会議にて、社外公開を承認。なお経営会議で審議、報告された資料は、社内・社外の取締役・監査役にも共有している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	TechnoAmenity for the futureにおける DX戦略について

	公表日
	　　2022年　3月　23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
https://www.shokubai.co.jp/ja/company/dx/pdf/dx.pdf
TechnoAmenity for the futureにおける DX戦略について
P.3-5

	記載内容抜粋
	■DXビジョン（P.3）
＜2030年のありたい姿＞
全従業員がデジタル技術・データを元に、変革に取り組む
・顧客ニーズを踏まえてスピーディーに上市拡販できる会社に変革している
・製品の製造販売を高い生産性に変革している　
・間接部門の事業支援が高生産性(低負荷・高品質)に変革している

■DX変革領域（P.3-5）
A. 提供価値実現スピードアップ（開発・量産化）
B. 受身の価値提供から価値提案へ
C. 高度なプラント運営による生産性向上（計画・運営・保全）
D. より効率的・生産性の高い業務へ
E. デジタル技術・データを使いこなせる人財・風土へ

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で決議された職務権限規程に基づき権限委譲された経営会議にて、社外公開を承認。なお経営会議で審議、報告された資料は、社内・社外の取締役・監査役にも共有している。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	TechnoAmenity for the futureにおける DX戦略について
P.6-7

	記載内容抜粋
	■DX推進体制・主要役割（P.6）
DX推進本部が全社のDXを俯瞰する形で戦略/企画を決定し、各DX推進組織が領域ごとの取組みを推進していく

■DX推進人財の確保・育成（P.7）
人財育成では、各領域ごとに定めるDX人財の育成ができ、全社員がDXを理解し、実現に向けて取組めている状態を目指す

＜DX推進人財のありたい姿（2030年）＞
R&D：MIを活用し研究開発の推進ができる二刀流人財
マーケ：デジタルマーケティング、インサイドセールスを推進できる人財
生産：デバイス活用、データ解析によりスマートファクトリーを支える人財
営業/間接/一般社員：共通基盤技術を使いこなし、業務改善ができる人財



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	TechnoAmenity for the futureにおける DX戦略について
P.8

	記載内容抜粋
	全社のデータ基盤の強化と合わせ各領域に対応したIT環境を整備する（P.8）
（SoE (System Of Engagement)/ SoI (System Of Insight)とSoR（System Of Record)）に分けてIT環境整備を実施する。また、クラウドを積極的に活用していく）



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	TechnoAmenity for the futureにおける DX戦略について
P.9

	公表日
	　　2022年　3月　23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
https://www.shokubai.co.jp/ja/company/dx/pdf/dx.pdf 
TechnoAmenity for the futureにおける DX戦略について
P.9

	記載内容抜粋
	■DX推進の成果指標（2030年）（P.9）
A. 提供価値実現スピードアップ（開発・量産化）
 ・ ソリューション提供のリードタイム など
B. 受身の価値提供から価値提案へ
 ・案件創出数 など
C. 高度なプラント運営による生産性向上（計画・運営・保全）
 ・生産効率 など
D. より効率的・生産性の高い業務へ
 ・工数削減率 など
E. デジタル技術・データを使いこなせる人財・風土へ
 ・領域ごとのDX人財数 など



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　2022年　3月　23日

	発信方法
	本社ホームページで公表
https://www.shokubai.co.jp/ja/company/dx/

	発信内容
	[bookmark: _Hlk99026726]DX戦略の公表と併せて、現時点の取り組み概況について、以下の社長メッセージを発信している。

当社におけるDX推進について
日本触媒では、2030年に向けた長期ビジョン「TechnoAmenity for the future」を策定し、当社を取り巻く社会の変化に対応するために、自ら変革を進めていくことを公表しました。
このビジョンにおいて目指す姿の実現に向けて、①事業の変革、②環境対応への変革、③組織の変革の3つの変革を定め、当社が継続的に発展していく目的としています。
3つの変革の推進のために、「DX（デジタルトランスフォーメーション）」を一つの大きな戦術と位置づけており、より明確な目標を定めるため、次のような領域別戦略を策定し、新中期経営計画（2022年度-2024年度）において着手いたします。

領域別DX戦略
(1) R&D部門
開発・量産化でのイノベーション及び提供価値実現スピードアップ
(2) 生産部門
より高度なプラント運営による生産性の向上
(3) 営業・マーケティング部門
お客様へのより質の高い価値提案へ
(4) 間接部門
より効率的・生産性の高い業務へ
(5) 全社共通
デジタル技術・データを使いこなすせる人財・風土へ

DX推進組織
　領域別の戦略を「先導・サポート・全社横串」する機能を持つ「DX推進本部」を22年4月に設置し、当社のDX推進を加速します。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2021年　12月頃　～　2022年　3月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2018年　5月頃　～　　　現在

	実施内容
	＜情報セキュリティ管理に関する方針＞
2017年度～2020年度中期経営計画「新生日本触媒2020 NEXT」にて情報セキュリティに関する中期目標「情報管理関連の規程を、電子データの活用を主眼においた内容に改定（2018年5月）し、それに連動した情報セキュリティ体制を構築、運用する」を定め、以下の取り組みを実施。
＜2018年度実績＞
情報セキュリティ基本規程の制定および関連規程類の改廃を従業員に浸透するためのセキュリティ教育実施
＜2019年度実績＞
新入社員への情報セキュリティ規程類の研修実施、並びに、不審メール対応訓練や従業員退職時の情報保護策の検討など、インシデントを未然に防ぐ対策の検討、実施
＜2020年度実績＞
当社ネットワークの脆弱性診断を実施し大きな脆弱性のないことを確認したほか、総務部門のペーパーレス化促進の活動と連携し、紙文書の電子化促進に着手した



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

